
 

利  用  上  の  注  意                                            

 

 

１．産業格付の方法 

 事業所の産業格付は、日本標準産業分類に基づき、次の方法で行っている。 

（１）一般的方法 

製造品の品目番号により格付しており、製造品が単品の事業所については、品目６桁番号（製造品、賃

加工品番号）の上４桁で産業細分類を決定し、品目が複数の場合は、上２桁の番号（中分類）を同じくする

品目の製造品出荷額等をそれぞれ合計して、その額の大きいもので２桁番号（中分類）を決定する。 

次に、その決定された２桁番号のうち、上記と同じ方法で３桁番号（小分類）をさらに４桁番号（細分

類）を決定して、最終産業格付を行っている。 

（２）特殊な方法 

原材料、作業工程、機械設備等により格付するもので、次の産業が該当する。 

高炉による製鉄業、製鋼・製鋼圧延業（転炉・電気炉を含む）、熱間圧延業、冷間圧延業、冷間ロ－ル成

型形鋼製造業、鋼管製造業、伸鉄業、磨棒鋼製造業、引抜鋼管製造業、伸線業、その他の製鋼を行わない鋼

材製造業（表面処理鋼材を除く）、各種機械・同部分品製造修理業（注文製造・修理） 

 

２．集計項目と用語の説明 

（１）事業所数は、平成１６年１２月３１日現在の数値であるが、操業準備中の事業所、操業開始後未出荷の

事業所、廃業事業所及び休業事業所を除いた数値である。 

  ① 操業準備中の事業所とは、平成１６年１２月３１日現在、工場、作業所があり、その日までに常用労

働者等がおり、給与等を支払っているものをいう。 

  ② 操業開始後未出荷の事業所とは、平成１６年１２月３１日現在、操業はしているが、まだ出荷による

収入のないものをいう。 

  ③ 休業事業所とは、現在操業を中止しているが、将来再開する意志があるものをいう。ただし、調査時

点から過去１年間に生産活動がなく、かつ設備もないものは除いている。 

（２）従業者数は、平成１６年１２月３１日現在の常用労働者数と、個人事業主及び無給家族従業者数との合

計である。     

  ① 常用労働者とは、次のいずれかの者をいう。 

   ア．期間を決めず、又は１か月を超える期間を決めて雇われている者。 

イ．日々又は１か月以内の期限を限って雇われていた者のうち、１１月と１２月にそれぞれ１８日以上

雇われた者。 

   ウ．他の企業からの出向従業者、人材派遣会社からの派遣従業者は上記に準じて扱う。 

   エ．重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者。 

     オ．事業主の家族で、その事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払いを受けている

者。 

② 個人事業主及び無給家族従業者とは、業務に従事している個人事業主、個人事業主の家族で無報酬で 

常時就業している者をいう。 

③ 臨時雇用者とは、常用労働者以外の雇用者で、1 か月以内の期間を定めて雇用されている人や日々雇

用されている人で、かつ、１２月給与の帳簿締切日現在の在籍者。従業者数には含めない。 

（３）現金給与総額は、平成１６年の１年間に、常用労働者に対して決まって支給された給与（基本給、諸手

当等）及び特別に支払われた給与（期末賞与等）の額と、その他の給与額（常用労働者に対する退職金、

解雇予告手当、出向・派遣受入者に係る支払額及び臨時雇用者に対する諸給与等）の合計である。 

（４）原材料使用額等は、平成１６年の１年間における原材料使用額、燃料使用額、電力使用額及び委託生産

費である。 

 ① 原材料使用額とは、主要原材料、補助材料、購入部分品、容器、包装材料、工場維持用の材料及び消
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耗品等の使用額であり、コークス製造用の石炭、ゴム溶剤に用いられる石油など原材料として使用され

た石油・石炭等を含んでいる。また、下請工場等に原材料を支給して製造加工を行わせた場合には、支

給した原材料の額も含んでいる。 

  ② 燃料には、荷物運搬用及び暖房用の燃料、購入ガス料金、自家発電用の燃料を含んでいる。 

  ③ 電力使用額とは、購入した電力の使用額であり、自家発電は含んでいない。 

  ④ 委託生産費とは、原材料又は中間製品を他の企業の工場等へ支給して、製造又は加工を委託した場合、

これに支払った加工賃及び支払うべき加工賃をいう。 

（５）製造品出荷額等は、平成１６年の１年間における製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額及びその

他の収入額の合計であり、内国消費税額が含まれている。 

  ① 製造品出荷額とは、工場出荷価格によっており、同一企業の他の事業所に引き渡したものを含んでい

る。 

② 加工賃収入額とは、他の企業が所有する原材料又は製品に賃加工して引き渡した物に対して受け取っ

た加工賃及び受け取るべき加工賃である。 

③ その他の収入額とは、冷蔵保管料、自家発電の余剰電力の販売収入額等で、製造工程から出たくず及

び廃物の出荷額も含まれる。 

④ 内国消費税額とは、消費税、酒税、たばこ税、揮発油税、地方道路税の納付税額又は納付すべき税額

の合計である。 

（６）製造品、半製品及び仕掛品並びに原材料及び燃料の在庫額は、事業所の所有に属するものを帳簿価格に

よって記入したものであり、原材料を他に支給して製造される委託生産品も含んでいる。 

（７）有形固定資産額は、平成１６年の１年間における数値で、帳簿価格によっている。 

  ① 有形固定資産額の取得額には、次のア～エの区分がある。 

   ア．土地 

   イ．建物及び構築物（土木設備、建物附属設備を含む） 

   ウ．機械及び装置（附属設備を含む） 

   エ．船舶、車両、運搬具、耐用年数１年以上の工具、器具及び備品等 

    ただし、内訳調査年（５年に１回）については土地を除き、新規のもの、中古のものの区分がある。 

    なお、平成１６年は内訳調査年に当たらない。 

② 有形固定資産額の建設仮勘定の増加額とは、平成１６年の１年間にこの勘定の借方に加えられた額で

あり、減少額とは、同期間内にこの勘定から他の勘定に振り替えられた額である。 

  ③ 有形固定資産額の除却額とは、有形固定資産の売却、撤去、滅失及び同一企業に属する他の事業所へ

の引き渡し等の額である。 

（８）集計項目のうち、原材料使用額等の内訳、年初・年末在庫額（製造品、半製品及び仕掛品）の内訳、生

産額、付加価値額、年間投資総額、有形固定資産額、リース契約額・リース支払額、用地・用水使用状況

については、従業者３０人以上の事業所のものである。 

   なお、有形固定資産額（建設仮勘定の増及び建設仮勘定の減を除く）の従業者１０人以上の事業所を対

象とした調査は、西暦末尾が０，５年に行うこととなっているので平成１６年は調査年に当たらない。 

（９）調査事項に関する詳細は、巻末の工業調査票を参照されたい。 

 

３．集計の算式 

（１）生産額、付加価値額等の算式 

  ① 生産額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び仕掛品年末価額

－半製品及び仕掛品年初価額） 

  ② 付加価値額＝生産額－内国消費税額－原材料使用額等－減価償却額 

  ③ 粗付加価値額＝製造品出荷額等－内国消費税額－原材料使用額等 

  ④ 内国消費税額＝内国消費税額（消費税を除く）＋推計消費税額 

  ⑤ 年間投資総額（有形固定資産）＝取得額＋建設仮勘定の年間増減（増加額－減少額） 

  ⑥ 有形固定資産年末現在高（総額）＝年初現在高（総額）＋取得総額－除却額（総額）－減価償却額 
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  ⑦ 付加価値率＝付加価値額÷（生産額－内国消費税額）×１００ 

（２）１事業所当たり及び従業者１人当たりの算式 

  ① １事業所当たり従業者数＝従業者数÷事業所数 

  ② １事業所当たり製造品出荷額等＝製造品出荷額等÷事業所数 

  ③ １事業所当たり付加価値額＝付加価値額÷事業所数 

  ④ 従業者１人当たり製造品出荷額等＝製造品出荷額等÷従業者数 

⑤ 従業者１人当たり付加価値額＝付加価値額÷従業者数 

⑥ 常用雇用者１人当たり現金給与額＝常用労働者のうち雇用者に対する基本給、諸手当と特別に支払わ

れた給与の額÷常用労働者のうち雇用者数 

（３）その他の算式 

① 特化係数（都道府県別）＝都道府県産業別製造品出荷額等構成比÷全国産業別製造品出荷額等構成比 

② 寄与率＝各分類別対前年増減額÷各分類別対前年増減額の総数×１００ 

  ③ 原材料率＝原材料使用額等÷（生産額－内国消費税額）×１００ 

④ 在庫率＝年末在庫額÷（生産額－内国消費税額）×１００ 

 

４．集計区分の説明 

  集計に用いた集計区分は、それぞれ次のとおりである。 

（１）産業３類型別の区分                                         

                  基 礎 素 材 型 産 業：木材、パルプ・紙、化学、石油・石炭、プラスチック製品、ゴム製品、窯業 

・土石、鉄鋼、非鉄金属、金属製品   

   加 工 組 立 型 産 業：一般機械、電気機械、情報通信機械、電子部品、輸送機械、精密機械 

   生活関連・その他型産業：食料品、飲料・たばこ、繊維、衣服、家具、印刷、なめし革、その他 

（２）地域別の区分 

   大阪市地域：         大阪市全域 

   北大阪地域：豊 能 地 区  豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町 

         三 島 地 区  吹田市、高槻市、茨木市、摂津市、島本町 

   東大阪地域：北河内地区     守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市 

         中河内地区     八尾市、柏原市、東大阪市 

   南河内地域：南河内地区     富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、 

太子町、河南町、千早赤阪村、美原町 

   泉 州  地域：泉 北 地 区  堺市、泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町 

         泉 南 地 区  岸和田市、貝塚市、泉佐野市、泉南市、阪南市、熊取町、田尻町、岬町 

   堺・泉北臨海工業地帯  概ね、阪神高速道路湾岸線の西側の区域で、大和川と竪川・緑川（泉大津

市臨海町３丁目と新港町の境）の間の区域 

     ＊ 平成１７年２月１日 堺市と美原町が合併、合併後堺市となったが、合併前の市町名で区分 

（３）規模区分 

   小規模層：４人～２９人、中規模層：３０人～２９９人、大規模層：３００人以上 

 

５．その他の注意 

（１）日本産業分類の第１１回改訂（平成14年3月7日総務省告示第139号、平成14年10月1日適用）に

伴い工業統計調査用産業分類も全面的な改訂が行われ、平成１４年調査から新分類を適用することになっ

た。このため、平成１４年より新聞業・出版業が調査対象外となり、本調査結果の時系列比較（累年統計

表の（大阪府）総数、（従業者３規模層別）、（従業者規模別）、及び（地域別）の表を除く）については平

成１３年以前のデータ(結果表)より新聞業・出版業の数値を差し引いて比較を行うなど新分類に基づいて

いる。 

（２）累年統計表の(大阪府)総数、（従業者３規模層別）、（従業者規模別）及び（地域別）の各年の数値につ

いては実数値となっている。 
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（３）累年統計表（産業別）（１）～（５）における各年の数値については、新分類に基づき表わしている。 

（４）この統計表中「－」は該当数値なし、「0.0」は端数四捨五入のため単位未満、「－（数値の前にあるも

の）」はマイナスの数値、「X」は１又は２の事業所に関する数値であるため、これをそのまま掲げると、

個々の申告者の秘密が漏れるおそれがあるので秘匿した箇所である。また、３以上の事業所に関する数値

でも、秘匿した事業所に関する数値が前後の関係から判明する箇所は「X」で表わした。 

  ただし、従業者数の秘匿については、今回の調査から解除し、公表することにした。 

（５）資本金階層別統計表におけるイタリック体の数値には、組合・その他の法人の数値が加算されている。 

（６）品目別統計表における「くず・廃物出荷額及びその他収入額」の数値が「X」の場合は、その数値が「加

工賃収入額」に加算されている。 

（７）比率計算の箇所は四捨五入し、単位金額は表示単位未満を四捨五入したため、内訳と合計が合わない場

合がある。 

（８）本結果表の市町村名及び市町村別データは調査時点(平成１６年１２月３１日現在)のものである。 

（９）本結果表の産業分類（中分類）の名称には、略称を用いている箇所があるので、下表に正式名称と略称

を掲げる。 

 

 産業分類       名         称    略  称    
 

 ０９ 

 １０ 

１１ 

１２ 

１３  

  １４ 

  １５ 

  １６ 

  １７ 

  １８ 

  １９ 

  ２０ 

  ２１ 

  ２２ 

  ２３ 

  ２４ 

  ２５ 

  ２６ 

  ２７ 

  ２８ 

  ２９ 

  ３０ 

  ３１ 

  ３２ 

  食料品製造業 

 飲料・たばこ・飼料製造業 

 繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く） 

  衣服・その他の繊維製品製造業 

 木材・木製品製造業（家具を除く） 

  家具・装備品製造業 

  パルプ・紙・紙加工品製造業 

  印刷・同関連業 

  化学工業 

  石油製品・石炭製品製造業 

  プラスチック製品製造業（別掲を除く） 

  ゴム製品製造業 

  なめし革・同製品・毛皮製造業 

  窯業・土石製品製造業 

  鉄 鋼 業 

  非鉄金属製造業 

  金属製品製造業 

  一般機械器具製造業 

  電気機械器具製造業 

  情報通信機械器具製造業 

  電子部品・デバイス製造業 

  輸送用機械器具製造業 

  精密機械器具製造業 

  その他の製造業 

  食 料 品 

  飲料・たばこ 

  繊    維 

  衣 服 

  木    材 

  家    具 

  パルプ・紙 

  印    刷 

 化 学 

 石油・石炭 

 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 

  ゴ ム 製 品 

  な め し 革 

  窯業・土石 

  鉄 鋼 

  非 鉄 金 属 

  金 属 製 品 

  一 般 機 械 

  電  気 機 械 

  情報通信機械 

  電 子 部 品 

  輸 送 機 械 

  精 密 機 械 

  そ の 他 
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６．工業統計調査用産業分類について 

（１）工業統計調査用産業分類は、原則として日本標準産業分類によるが、事業所数が少ないこと等により下

記については日本標準産業分類とは相違している。 

工業統計調査用産業分類 日本標準産業分類 

１５２１ 洋紙・機械すき和紙製造業 

 （1521 洋紙製造業、1523 械械すき

和紙製造業を統合）     

１５２１ 洋紙製造業 

１５２３ 機械すき和紙製造業 

 

（２）中分類１９プラスチック製品製造業（別掲を除く）の別掲とは、主として別表のものをいい、表右欄の

細分類に分類される。 

 

 

 

７．問い合わせ先 

   この結果表についての問い合わせ等は、下記へお願いします。 

     〒540-8570  大阪市中央区大手前２丁目 

           大阪府企画調整部統計課工業グループ 

             ☎ ０６（６９４１）０３５１ 内線2338､2339 

 

 

 

OkumuraYo
6



別表 プラスチック製品製造業（別掲を除く）の別掲について 

製  造  品  名 細 分 類 

衣服 

家具 

プラスチック版 

写真フィルム（乾板を含む） 

履物・同付属品 

手袋 

かばん 

袋物 

ハンドバック 

耐火物 

と石 

模造真珠 

光ファイバーケーブル 

歯車（動力伝導用） 

軸受け 

配線器具 

携帯電灯器具 

抵抗器 

コンデンサ 

配線済みプリント配線板 

目盛りのついた三角定規 

注射筒（目盛りのあるもの） 

義歯 

眼鏡 

歯車（時計用） 

時計側 

楽器 

歯車（がん具用） 

がん具・運動用具 

ペン・鉛筆・絵画用品・その他の事務用品 

パレット（絵画用） 

装身具、装飾品 

造花・装飾用羽毛 

ボタン（貴金属・宝石製を除く） 

かつら（完成品） 

漆器 

畳 

うちわ、扇子 

ほうき、ブラシ 

傘・同部品 

喫煙用具（貴金属・宝石製を除く） 

魔法瓶 

看板、標識機 

パレット 

モデル、模型 

工業用模型 

レコード 

１２５９ 

 １４１１～１４９９ 

１６２１ 

１７９５ 

２０２２ 

２１５１ 

２１６１ 

２１７１ 

２１７２ 

 ２２５１～２２５９ 

   ２２７９ 

   ２２９３ 

   ２４４２ 

２６７５ 

２６９４ 

２７１４ 

２７３２ 

２９１４ 

２９１４ 

２９１８ 

３１１１ 

３１３１ 

３１３５ 

３１６１ 

３１７１ 

３１７２ 

３２２１～３２２９ 

３２３１ 

 ３２３１～３２３４ 

 ３２４１～３２４９ 

  ３２４４ 

３２５１ 

３２５２ 

３２５３ 

３２５５ 

３２６１ 

３２７２ 

３２７３ 

３２７４ 

３２７５ 

３２７７ 

３２７８ 

３２９２ 

３２９３ 

３２９４ 

３２９５ 

３２９６ 

 

OkumuraYo
7



府　内　地　域　分　割　地　図
(平成16年12月31日現在)

（従業者４人以上）

市町村別製造品出荷額等

25001億円以上

10001億円以上
25000億円以下

 5001億円以上
10000億円以下

 3001億円以上
 5000億円以下

 2001億円以上
 3000億円以下

 1001億円以上
 2000億円以下

100億円以下

  101億円以上
 1000億円以下

○○市
○○億円

製造品出荷額等
前年比減少市町村

○○市
○○億円

製造品出荷額等
前年比増加市町村

岬  町
73億円

阪南市
174億円

泉南市
520億円

泉佐野市
2152億円

田尻町
11億円

熊取町
435億円

貝塚市
1522億円

岸和田市
2101億円

和泉市
1174億円

河内長野市
907億円

千早赤阪村
113億円

河南町
174億円

富田林市
1448億円

大阪狭山
市

忠岡町
678億円

泉大津市
1302億円

高石市
5848億円

堺  市
21347億円 美原町

2131億円
太子町
80億円

羽曳野市
1036億円

松原市
1685億円

藤井寺市
430億円

柏原市
2523億円

八尾市
10527億円

大阪市
41358億円

東大阪市
11269億円

大東市
6074億円

四條畷市
322億円

門真市
6877億円

守口市
2351億円

摂津市
3391億円

寝屋川市
2320億円

交野市
734億円

豊中市
3056億円

吹田市
2626億円

枚方市
6071億円

箕面市
180億円池田市

3312億円

高槻市
4616億円

茨木市
5117億円

島本町
847億円

豊能町
24億円

能勢町
99億円
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